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①① 評価の充実評価の充実
子どもの保育に加え、子どもの保護者に対する支援、地域における子育て支援、地域の家庭的保育への支援など幅広い機能を担う子どもの保育に加え、子どもの保護者に対する支援、地域における子育て支援、地域の家庭的保育への支援など幅広い機能を担う

保育所の役割を踏まえ、国は、保育士等及び保育所の自己評価に関するガイドラインを作成するとともに、これを踏まえ、現行の保育所の役割を踏まえ、国は、保育士等及び保育所の自己評価に関するガイドラインを作成するとともに、これを踏まえ、現行の
第三者評価に関するガイドライン（「保育所版の第三者評価に関するガイドライン（「保育所版の『『福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価項目の判断基準に福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価項目の判断基準に
関するガイドライン関するガイドライン』』及び及び『『福祉サービス内容評価基準ガイドライン福祉サービス内容評価基準ガイドライン』』等について」（平成等について」（平成1717年年55月月2626日厚生労働省雇用均等・児童日厚生労働省雇用均等・児童
家庭局保育課長、社会・援護局福祉基盤課長連名通知））を改定する。家庭局保育課長、社会・援護局福祉基盤課長連名通知））を改定する。〔〔一部再掲一部再掲〕〕

②② 保育に関する研究成果等のデータベース化及び活用保育に関する研究成果等のデータベース化及び活用
国は、保育実践の改善・向上等に関する各種研究成果、資料等をデータベース化し、保育士や研究者、行政関係者等が活用できる国は、保育実践の改善・向上等に関する各種研究成果、資料等をデータベース化し、保育士や研究者、行政関係者等が活用できる

体制を整備する方策について検討する。体制を整備する方策について検討する。

③③ 専門的な人材や地域の多様な人材の活用専門的な人材や地域の多様な人材の活用
都道府県及び市町村は、保育所が、保育実践に関する専門的な人材や、地域において子育て支援に関わる多様な人材を活用して、都道府県及び市町村は、保育所が、保育実践に関する専門的な人材や、地域において子育て支援に関わる多様な人材を活用して、

地域の実情等に応じた様々な取組を行うことができるよう、人材の確保や必要な調整など体制を整備することが望ましい。地域の実情等に応じた様々な取組を行うことができるよう、人材の確保や必要な調整など体制を整備することが望ましい。

④④ 保育環境の改善・充実のための財源の確保保育環境の改善・充実のための財源の確保
国は、保育所における取組を支える保育環境を改善・充実するために必要な財源の確保に努める。国は、保育所における取組を支える保育環境を改善・充実するために必要な財源の確保に努める。
都道府県及び市町村においても、保育所における取組を支える保育環境を改善・充実するために必要な財源を確保することが都道府県及び市町村においても、保育所における取組を支える保育環境を改善・充実するために必要な財源を確保することが

望ましい。望ましい。

※※ 都道府県・市町村が行うべき事項については、周知伝達済み。都道府県・市町村が行うべき事項については、周知伝達済み。

４４ 保育を支える基盤の強化保育を支える基盤の強化

～１から３に掲げる保育所の取組を支えるための保育環境の改善・充実が図られるよう、国及び地方公共団体～１から３に掲げる保育所の取組を支えるための保育環境の改善・充実が図られるよう、国及び地方公共団体
による支援体制等を整備する。による支援体制等を整備する。 ～～

【現在の国における取組状況】

○ 自己評価に関するガイドラインを踏まえて、現行の第三者評価に関するガイドラインを改定する予定。

【現在の国における取組状況】

○ 保育関係の各種研究成果・資料等のデータベース化及びその活用方策等について来年度調査研究を行う予定。

【現在の国における取組状況】

○ 保育サービスの推進のため、施設の軽微な改修等を推進するための保育環境改善事業について来年度概算要求を行った。
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［主な内容］
＜職員配置基準＞

・ 保育士

０歳児 ３人に保育士１人（３：１） １・２歳児 ６：１
３歳児 ２０：１ ４歳以上児 ３０：１

※ただし、保育士は最低２名以上配置

・ 保育士の他、嘱託医及び調理員は必置 ※ 調理業務を全て委託する場合は、調理員を置かなくても可

＜設備の基準＞
・ ０、１歳児を入所させる保育所 ： 乳児室又はほふく室、医務室、調理室及び便所

→ 乳児室の面積 ： 1.65㎡以上／人 ほふく室の面積 ： 3.3㎡以上／人

・ ２歳以上児を入所させる保育所 ： 保育室又は遊戯室、屋外遊戯場、調理室及び便所

※屋外遊戯場については公園等の付近の代替施設でも可

→ 保育室又は遊戯室の面積 ： 1.98㎡以上／人 屋外遊戯場の面積：3.3㎡以上／人

○ 保育所は、乳幼児が1日の生活時間の大半を過ごすところであり、その保育
サービスの質を確保する観点から、 国として児童福祉施設最低基準を定めている。

児童福祉施設最低基準
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機能面に着目した保育所の環境・空間に係る研究事業機能面に着目した保育所の環境・空間に係る研究事業

１ 研究の目的について

○ 保育所の設置は児童福祉施設最低基準に基づき必要な人員を配置し、設備を備える
こととなっているが、その設備基準は昭和２３年に制定されて以来、改正が行われて
おらず、利用している乳幼児の発達や家庭的な雰囲気の中での生活の営みに適したも
のになっていないとの指摘がなされている。

○ このため、地方分権改革推進委員会での議論も踏まえ、乳幼児の生命・安全の保持
や心身の健全な発達保障という観点から、現行の構造基準による設備の基準（数値基
準）の科学的検証のほかに、乳幼児の生活・活動を支える機能面に着目した保育環境
・空間の基準（定性的基準）としてどのようなものが考えられるか検討を行う。

２ 検討メンバーについて

○ 学識経験者
・ 建築・設計に係る専門家
・ 児童の発達に係る専門家

○ 自治体関係者
○ 保育関係者
○ 保護者代表

３ 事業期間について

○ 平成２０年度中に、基準案及びガイド
ラインを含めた報告書を作成し、報告を
行う予定。
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各 国 の 保 育 制 度 （ 職 員 配 置 、 施 設 設 備 の 基 準 ）

国 名 職 員 配 置 施 設 ・ 設 備

０ 歳 児 ３ ： １ ○ ２ 歳 児 未 満

１ ・ ２ 歳 児 ６ ： １ 乳 児 室 （ １ 人 １ ． ６ ５ ㎡ ）日 本

３ 歳 児 ２ ０ ： １ ほ ふ く 室 （ １ 人 ３ ． ３ ㎡ ）

４ ・ ５ 歳 児 ３ ０ ： １ 医 務 室 、 調 理 室 、 便 所

○ ２ 歳 以 上 児

保 育 者 は 有 資 格 者 の み ほ ふ く 室 又 は 遊 戯 室 （ １ 人 １ ． ９

８ ㎡ ）

屋 外 遊 戯 室 （ １ 人 ３ ． ３ ㎡ 、）

調 理 室 、 便 所 、 保 育 用 具

○ 各 州 ま ち ま ち ○ 各 州 ま ち ま ちア メ リ カ

○ 所 長 及 び 保 育 職 員 の 半 数 以 上 はフ ラ ン ス

乳 幼 児 専 門 の 資 格 者 （ 集 団 保

育 所 ）

○ 公 立 保 育 所 ○ 児 童 一 人 当 た り の 面 積

１ ： １ ～ ６ ： １ （ 年 齢 に よ る ） ０ ～ ２ 歳 未 満 児 ３ ． ５ ㎡イ ギ リ ス

○ 私 立 保 育 所 ２ 歳 児 ２ ． ５ ㎡

０ ～ ２ 歳 児 ３ ： １ ３ 歳 児 以 上 ２ ． ３ ㎡

２ ～ ３ 歳 児 ４ ： １

３ ～ ５ 歳 児 ８ ： １

保 育 職 員 の 半 数 以 上 は 有 資 格 者

○ プ レ ス ク ー ル ○ プ レ ス ク ー ル

通 常 、 １ ５ 名 ～ ２ ０ 名 の 年 齢 混 合 少 な く と も ４ 種 類 の 部 屋ス ウ ェ ー デ ン

の グ ル ー プ に ３ 名 の 保 育 者 （ 食 堂 兼 作 業 室 、 遊 戯 室 、 絵 画 木 工

（ う ち ２ 名 は 有 資 格 者 ） 室 、 小 遊 戯 室 ）

○ 全 日 保 育 ○ 全 日 保 育 、 半 日 保 育

（ 少 な く と も １ 名 が 有 資 格 者 ） 遊 び に 使 え な い 場 所 を 除 い た 空 間ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

２ 歳 未 満 児 ５ ： １ １ 人 ２ ． ５ ㎡

２ 歳 以 上 児 （ ※ ） 屋 外 遊 戯 場 （ １ 人 ５ ㎡ ）

１ ～ ６ 名 に 保 育 者 １ 名

７ ～ ２ ０ 名 に 保 育 者 ２ 名

２ １ ～ ３ ０ 名 に 保 育 者 ３ 名

３ １ ～ ４ ０ 名 に 保 育 者 ４ 名

４ １ ～ ５ ０ 名 に 保 育 者 ５ 名

２ 歳 未 満 児 ・ 以 上 児 混 合

１ ～ ３ 名 に 保 育 者 １ 名

４ 名 以 上 の 場 合 は 、 ※ と 同 様
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○ 保育士は、全産業と比較して、女性労働者の比率が高く、勤続年数は短い。

○ また、きまって支給する現金給与額も、全産業と比較して低く、その待遇は、現在においても介護職員と

近い状況にある。

（資料出所） 平成１８年賃金構造基本統計調査

保育士の平均年齢、勤続年数及び平均賃金等について保育士の平均年齢、勤続年数及び平均賃金等について

（参考）勤続年数等に応じた運営費の加算について

１ 主任保育士の加算
主任保育士の選任加算費を必要とするものと認定された場合には、一定額を加算する

２ 民間施設給与等改善費の承認
職員１人当たりの平均勤続年数を基礎に加算率を適用した運営費を支給する。

※ 職員１人当たりの平均勤続年数 10年以上 12％加算
7年以上10年未満 10％加算
4年以上 7年未満 8％加算

4年未満 4％加算
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科学的・実証的な調査・研究により継続的な検証を行っていく仕組みの導入（案）科学的・実証的な調査・研究により継続的な検証を行っていく仕組みの導入（案）

１１ 保育所保育指針の見直し保育所保育指針の見直し

保育所保育指針の改定について、（定期的に）行うこととする。

※ これまでの改訂経緯

・ 昭和４０年 保育所保育指針策定

・ 平成２年 第一次改定

・ 平成１２年 第二次改定

・ 平成１９年 第三次改定

２２ 保育所の最低基準の見直し保育所の最低基準の見直し

保育所保育指針の改定を踏まえて、これに定める保育内容を実際に行えるよう、保育所の職員配置、施設設備等に関する

最低基準を、財政的な観点を踏まえつつ、必要に応じて見直す。

３３ 保育所における質の向上のためのアクションプログラム保育所における質の向上のためのアクションプログラム

保育所保育指針の改定等を踏まえて、保育の質の向上に資する保育所における各種の取組を支援する観点から、国が
取り組む施策及び地方公共団体が取り組むことが望まれる施策に関する総合的なアクションプログラムを策定し、推進する。

４４ 次回の保育所保育指針の改定に向け、必要な調査研究の実施次回の保育所保育指針の改定に向け、必要な調査研究の実施

追跡調査などにより、次回の保育所保育指針の改定等に資するために必要な科学的・実証的な調査・研究の蓄積を進める。

○○ 下記の科学的・実証的な調査・研究により継続的な検証を行っていく仕組みを法令などで位置づける。下記の科学的・実証的な調査・研究により継続的な検証を行っていく仕組みを法令などで位置づける。


